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医師の働き方改革と
救急医療等の現場に関する調査

１．趣旨

• 日本医師会では「令和 7 年度医師の働き方改革と地域医療へ
の影響に関する日本医師会調査」（以下、「影響調査」）を
行ったところである。

• さらに、多くの救急医療の現場やそこで働いている勤務医が働
き方改革や救急医療対応に関してどのように感じているのかを
問うアンケートの必要性も指摘されたことから、「影響調査」
の追加的な調査として、同調査にご回答いただいた救急医療機
関、周産期母子医療センターや小児救急拠点病院、並びに当該
医療機関の勤務医を対象とした「医師の働き方改革と救急医療
等の現場に関する調査」（現場調査）を実施することとした。
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医師の働き方改革と
救急医療等の現場に関する調査

２．調査の対象 

（１）「影響調査」回答医療機関のうち救急医療機関等（救命救急センター、周産期母子医療セン
ター、二次救急医療機関、小児救急医療拠点病院、救急告示病院・診療所：一部重複含む） 

（２）（１）の医療機関における救急・周産期部門に勤務する医師（3 名を基本） 

３．調査の方法 

（１）調査票の送付：「影響調査」回答医療機関に直接郵送 

（２）回答：WEB フォームにより直接回答 

 医療機関ごとに割り振られた個別のコードを入力することにより、「影響調査」と、今回の「現場
調査」（救急医療機関等対象）及び「現場調査」（勤務医対象）を関連付ける。 

４．調査の期間 2025年12月～2026年1月16日（金）（1月30日まで回答受付） 

５．設問概要 

⚫「影響調査」のうち「現場調査」に関連する設問の回答をプレ印字し、それを確認した上で回答
していただく。 

⚫手術、救急医療、周産期医療等に重点を置いた設問

⚫「影響調査」の回答において、救急医療等の縮小・撤退を行っている、あるいは逆に行っていな
い場合等に対し、現場の負担有無を問う設問（「影響調査」と「現場調査」のクロス集計） 

⚫勤務医宛調査では、現場の負担感を尋ねる。さらにワークライフバランスの確保や地域連携の重
要性の理解進展等の肯定的な設問を設定する（「影響調査」、「現場調査」（救急医療機関等対
象）のクロス集計も実施）
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救命救急
センター

周産期母子
医療センター

二次救急医療
機関

小児救急医療
拠点病院

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査 イメージ

2025年8月
影響調査

（定期的調査）

抽 出

影響調査の回答医療機
関に対する追加質問

×

および
• 医師少数区域その他
• 他に救急医療機関が

ないと回答した地域

当該医療機関の救
急・周産期救急部門
勤務医に対する調査＝

医療機関回答と勤務
医回答のクロス集計

医療機関コードで
紐づけ

救急告示病
院・診療所

今回の調査
（現場調査）
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「影響調査」→「現場調査」

「影響調査」（2025年8月実施）

3,843病院・診療所が回答（回答率 29.0％）

「現場調査」（今回）

「影響調査」で救急医療機関等と回答した1,669病院・診療所を
対象に実施。745病院・診療所が回答（回答率 44.6%）
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回答のあった医療機関は、医師の働き方改革、医師偏在、看護
職員等の医療従事者の不足や医療機能の連携・分化・集約等に
対する問題意識を比較的高く有している可能性が高い。そのた
め、多少のバイアスがあると思われるが、現場で苦慮している
状況をより把握することが期待できる。



救急医療機関等の施設に対する調査
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地区ブロック 病床規模

北海道

58（7.8%）
東北

66（8.9%）

関東甲信越

195（26.2%）

中部

98（13.2%）

近畿

96（12.9%）

中国・四国

97（13.0%）

九州

135（18.1%）

回答数

（n=745）

1～19床

16（2.1%）
20～99床

130（17.4%）

100～199床

212（28.5%）

200～299床

103（13.8%）

300～399床

98（13.2%）

400～499床

61（8.2%）

500床以上

125（16.8%）

回答数

（n=745）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査
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医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査
１．救急医療・周産期救急・小児救急について、地域※で、自院以外に救急医療等を担っている医療機関
※ ここでいう「地域」としては、二次医療圏、構想区域、救急医療圏や小児医療圏がありえますが、「貴院として救急等の患者の受入れを分担している地域」と
いう捉え方でお考え下さい。

（１）救急医療
自院以外でも周産期救急を

担っている医療機関があり、

分担ができている

144（19.3%） 自院以外でも周産期救急を

担っている医療機関はある

が、自院の負担が大きい

57（7.7%）

自院のみが周産期救

急を担っている

39（5.2%）
自院は周産期救急

を担っていない

505（67.8%）

回答数

（n=745）

（２）周産期救急

自院以外でも救急医療を
担っている医療機関があ
り、分担ができている
571（76.6%）

自院以外でも救急医療を
担っている医療機関はある
が、自院の負担が大きい

122（16.4%）

自院のみが救急医療
を担っている
30（4.0%）

自院は救急医療
を担っていない
22（3.0%）

回答数
（n=745）

（３）小児救急
自院以外でも小児救急医療

を担っている医療機関があ

り、分担ができている

204（27.4%） 自院以外でも小児救急医療

を担っている医療機関はある

が、自院の負担が大きい

83（11.1%）

自院のみが小児救急

医療を担っている

40（5.4%）

自院は小児救急医

療を担っていない

418（56.1%）

回答数

（n=745）

自院以外でも小児救急医療

を担っている医療機関があ

り、分担ができている

204（62.4%）

自院以外でも小児救急医療

を担っている医療機関はある

が、自院の負担が大きい

83（25.4%）

自院のみが小児救急

医療を担っている

40（12.2%）

回答数

（n=327）

自院以外でも救急医療を

担っている医療機関があ

り、分担ができている

571（79.0%）

自院以外でも救急医療を

担っている医療機関はある

が、自院の負担が大きい

122（16.9%）

自院のみが救急医療

を担っている

30（4.1%）

回答数

（n=723）

自院以外でも周産期救急を

担っている医療機関があり、

分担ができている

144（60.0%）

自院以外でも周産期救急を

担っている医療機関はある

が、自院の負担が大きい

57（23.8%）

自院のみが周産期救

急を担っている

39（16.3%）

回答数

（n=240）

「自院は救急医療・周産期救急・小児救急を担っていない」を除いた集計
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行っている

34（4.7%）

行っていない

644（88.3%）

行うかどうか検討している

29（4.0%）

分からない

22（3.0%）

回答数

（n=729）

救急医療体制の縮小・撤退 【要因・背景、現況】

※回答全数

※無回答は除外して算出、以下の集計も同様に処理

160（37.2%）

107（24.9%）

73（17.0%）

43（10.0%）

29（6.7%）

25（5.8%）

144（33.5%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、高齢者人口の増大等により救急搬送や介護施設

等からの受入れが増加し、自院の縮小・撤退が困難

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、他院の働き方改革や救急医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

自院の医師の働き方改革は、救急医療部門では

進んでいない

実際には、人口減少などで地域の救急医療の

ニーズが低下している

その他

回答数

（n=430）
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下記の各事項は、基本的には、
2025年8月「影響調査」で対象
医療機関が回答した選択肢

今回の「現場調査」で、
対象医療機関がその要因と

して回答した選択肢

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２．（１）「影響調査」における救急医療の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況など

の実情

（複数回答可）



【要因・背景、現況】

※「行っていない」のみ

26（76.5%）

4（11.8%）

3（8.8%）

2（5.9%）

2（5.9%）

1（2.9%）

9（26.5%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

実際には、高齢者人口の増大等により救急搬送や介護施設

等からの受入れが増加し、自院の縮小・撤退が困難

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

自院の医師の働き方改革は、救急医療部門では

進んでいない

実際には、人口減少などで地域の救急医療の

ニーズが低下している

実際には、他院の働き方改革や救急医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

その他

回答数

（n=34）

152（40.6%）

97（25.9%）

71（19.0%）

24（6.4%）

22（5.9%）

8（2.1%）

126（33.7%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、高齢者人口の増大等により救急搬送や介護施設

等からの受入れが増加し、自院の縮小・撤退が困難

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、他院の働き方改革や救急医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

自院の医師の働き方改革は、救急医療部門では

進んでいない

実際には、人口減少などで地域の救急医療の

ニーズが低下している

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

その他

回答数

（n=374）

【要因・背景、現況】

※「縮小・撤退行っている」のみ
うち

単独選択

79

38

20

10

15

3

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２．（１）「影響調査」における救急医療の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況など

の実情

（複数回答可）（複数回答可）
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前問「その他」の内容
※「救急医療の縮小・撤退を行っていない」と回答したもののみ抽出

10

区分 件数

A: 影響なしで維持 15

B: 影響ありだが役割等で維持 27

C: どちらともいえない 38

A：働き方改革に支障がないため縮小・撤退なし
「影響なし」「特に影響なし」「働き方改革の影響がない」

「現状のまま対応している。宿日直許可を取得し、対応している」

「医師等人員の確保が出来ている」「職員数も充足」

「縮小しておらず、むしろ受け入れを増やしたい」「救急科を新設し受入強化している」 など

B：悪影響はあるが、地域の役割・責務・唯一性・需要で維持
「地域の救急医療を担っているため」

「当町唯一の救急指定医療機関…縮小、撤退は困難」

「急性期医療を担う病院として…縮小・撤退は考えていない」

「救命救急センターの指定を受け…地域の中核を担っているため縮小は行っていない」

「地域医療構想により地域での救急医療が必要」

「体制の縮小、撤退は地域、県の救急医療体制崩壊につながる」

「地域医療体制を維持するために縮小（又は撤退）する訳にはいかず…タスク・シフト／シェア…で維持」

「離島／（圏内・県内・島）唯一」「当院以外に行う施設がない」「需要は減っていない」 

「働き方改革を進めているが、教育や他院の補助と休日夜間勤務の兼ね合いでぎりぎりである。」など

C：どちらともいえない
「特になし／該当なし／未回答／その他」「『行っていない』のため回答不可」

「縮小・撤退を行っていない／考えていない／予定なし」（理由の言及なし）

「集患のため」「収益確保のため」「医業収入を担保するため」

「医師など人材は不足しているが、…議論ができていない」

「当院への救急依頼が減少」「指定搬送が増え…当院への依頼が減少」 など

回答デー
タを生成
AIの
Copilot
にて分類、
要約した
もの



周産期医療体制の縮小・撤退 【要因・背景、現況】

51（24.4%）

50（23.9%）

37（17.7%）

23（11.0%）

16（7.7%）

10（4.8%）

81（38.8%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、他院の働き方改革や周産期医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

実際には、少子化等で地域の周産期医療ニーズが

低下している

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、地域の周産期の救急対応が

増加し、自院の縮小・撤退が困難

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

自院の医師の働き方改革は、周産期部門では進んでいない

その他

回答数

（n=209）

行っている

11（3.9%）

行っていない

253（90.0%）

行うかどうか検討している

8（2.8%）

分からない

9（3.2%）

回答数

（n=281）

（複数回答可）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２．（２）「影響調査」における周産期医療の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

今回の「現場調査」で、
対象医療機関がその要因と

して回答した選択肢
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下記の各事項は、基本的には、
2025年8月「影響調査」で対象
医療機関が回答した選択肢



【要因・背景、現況】

※「行っていない」のみ

49（25.9%）

43（22.8%）

33（17.5%）

22（11.6%）

10（5.3%）

7（3.7%）

78（41.3%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、他院の働き方改革や周産期医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

実際には、少子化等で地域の周産期医療ニーズが

低下している

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、地域の周産期の救急対応が

増加し、自院の縮小・撤退が困難

自院の医師の働き方改革は、周産期部門では進んでいない

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

その他

回答数

（n=189）

6（54.5%）

3（27.3%）

1（9.1%）

1（9.1%）

0（0.0%）

0（0.0%）

2（18.2%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

実際には、少子化等で地域の周産期医療ニーズが

低下している

実際には、他院の働き方改革や周産期医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、地域の周産期の救急対応が

増加し、自院の縮小・撤退が困難

自院の医師の働き方改革は、周産期部門では進んでいない

その他

回答数

（n=11）

（複数回答可）（複数回答可）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２（２）．「影響調査」における周産期医療の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

うち
単独選択

23

24

16

9

0

3

【要因・背景、現況】

※「縮小・撤退行っている」のみ

12



小児医療体制の縮小・撤退 【要因・背景、現況】

59（21.5%）

56（20.4%）

46（16.8%）

29（10.6%）

23（8.4%）

16（5.8%）

111（40.5%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、他院の働き方改革や小児医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

実際には、少子化等で地域の小児医療ニーズが

低下している

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、地域の小児の救急搬送が増加し、

自院の縮小・撤退が困難

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

自院の医師の働き方改革は、小児医療部門では

進んでいない

その他

回答数

（n=274）

行っている

23（5.9%）

行っていない

340（86.7%）

行うかどうか検討している

18（4.6%）

分からない

11（2.8%）

回答数

（n=392）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２．（３）「影響調査」における小児医療の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

（複数回答可）

今回の「現場調査」で、
対象医療機関がその要因と

して回答した選択肢

13

下記の各事項は、基本的には、
2025年8月「影響調査」で対象
医療機関が回答した選択肢



【要因・背景、現況】

※「行っていない」のみ

11（47.8%）

9（39.1%）

2（8.7%）

1（4.3%）

1（4.3%）

0（0.0%）

6（26.1%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

実際には、少子化等で地域の小児医療ニーズが

低下している

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、地域の小児の救急搬送が増加し、

自院の縮小・撤退が困難

自院の医師の働き方改革は、小児医療部門では

進んでいない

実際には、他院の働き方改革や小児医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

その他

回答数

（n=23）

57（24.3%）

40（17.0%）

39（16.6%）

27（11.5%）

14（6.0%）

9（3.8%）

99（42.1%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、他院の働き方改革や小児医療からの

撤退により自院で患者を多数受け入れており、

自院の縮小・徹底が困難

実際には、少子化等で地域の小児医療ニーズが

低下している

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

実際には、地域の小児の救急搬送が増加し、

自院の縮小・撤退が困難

自院の医師の働き方改革は、小児医療部門では

進んでいない

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小・撤退をせざるを得ない

その他

回答数

（n=235）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２．（３）「影響調査」における小児医療の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

（複数回答可）（複数回答可）

【要因・背景、現況】

※「縮小・撤退行っている」のみ
うち

単独選択

35

28

21

15

2

4

14



外来診療体制の縮小 【要因・背景、現況】

行っている

66（8.9%）

行っていない

624（83.8%）

行うかどうか検討している

43（5.8%）

分からない

12（1.6%）

回答数

（n=745）

114（25.3%）

113（25.1%）

70（15.5%）

55（12.2%）

35（7.8%）

163（36.1%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、高齢者人口の増大等により来院患者が

増加し、自院の縮小が困難

実際には、外来機能の分化・連携や集約が進んでいない

実際には、人口減少等で地域の外来ニーズが低下している

医師の他、看護職員等の不足により、

機能の縮小をせざるを得ない

自院の医師の働き方改革は、外来診療部門では

進んでいない

その他

回答数

（n=451）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２（４）．「影響調査」における外来診療体制の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

（複数回答可）

今回の「現場調査」で、
対象医療機関がその要因と

して回答した選択肢

15

下記の各事項は、基本的には、
2025年8月「影響調査」で対象
医療機関が回答した選択肢



35（53.0%）

12（18.2%）

7（10.6%）

2（3.0%）

2（3.0%）

21（31.8%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

医師の他、看護職員等の不足により、

機能の縮小をせざるを得ない

実際には、人口減少等で地域の外来ニーズが低下している

実際には、外来機能の分化・連携や集約が進んでいない

実際には、高齢者人口の増大等により来院患者が

増加し、自院の縮小が困難

自院の医師の働き方改革は、外来診療部門では

進んでいない

その他

回答数

（n=66）

109（30.9%）

97（27.5%）

49（13.9%）

30（8.5%）

7（2.0%）

131（37.1%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、高齢者人口の増大等により来院患者が

増加し、自院の縮小が困難

実際には、外来機能の分化・連携や集約が進んでいない

実際には、人口減少等で地域の外来ニーズが低下している

自院の医師の働き方改革は、外来診療部門では

進んでいない

医師の他、看護職員等の不足により、

機能の縮小をせざるを得ない

その他

回答数

（n=353）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２（４）．「影響調査」における外来診療体制の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

【要因・背景、現況】

※「行っていない」のみ
（複数回答可）（複数回答可）

【要因・背景、現況】

※「縮小行っている」のみ
うち

単独選択

72

53

35

13

4

16



入院診療体制の縮小 【要因・背景、現況】

行っている

61（8.2%）

行っていない

639（85.8%）

行うかどうか検討している

33（4.4%）

分からない

12（1.6%）

回答数

（n=745）

121（27.3%）

98（22.1%）

70（15.8%）

69（15.6%）

37（8.4%）

20（4.5%）

155（35.0%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、高齢者人口等の増大により入院患者数が

増加し、自院の縮小が困難

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、

機能の縮小をせざるを得ない

実際には、人口減少等で地域の入院診療ニーズが

低下している

実際には、他院の働き方改革や入院診療からの

撤退により、自院の縮小が困難

自院の医師の働き方改革は、入院診療部門では

進んでいない

その他

回答数

（n=443）

（複数回答可）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２．（５）「影響調査」における入院診療体制の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

今回の「現場調査」で、
対象医療機関がその要因と

して回答した選択肢

17

下記の各事項は、基本的には、
2025年8月「影響調査」で対象
医療機関が回答した選択肢



44（72.1%）

12（19.7%）

9（14.8%）

2（3.3%）

1（1.6%）

0（0.0%）

10（16.4%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、機能の

縮小をせざるを得ない

実際には、人口減少等で地域の入院診療ニーズが低下して

いる

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・連携や集

約が進んでいない

実際には、高齢者人口等の増大により入院患者数が増加

し、自院の縮小が困難

自院の医師の働き方改革は、入院診療部門では進んでいな

い

実際には、他院の働き方改革や入院診療からの撤退によ

り、自院の縮小が困難

その他

回答数

（n=61）

117（32.5%）

82（22.8%）

46（12.8%）

34（9.4%）

18（5.0%）

15（4.2%）

139（38.6%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実際には、高齢者人口等の増大により入院患者数が増加

し、自院の縮小が困難

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・連携や集

約が進んでいない

実際には、人口減少等で地域の入院診療ニーズが低下して

いる

実際には、他院の働き方改革や入院診療からの撤退によ

り、自院の縮小が困難

自院の医師の働き方改革は、入院診療部門では進んでいな

い

医師の他、看護職員、看護補助者等の不足により、機能の

縮小をせざるを得ない

その他

回答数

（n=360）

【要因・背景、現況】

※「行っていない」のみ
（複数回答可）（複数回答可）

【要因・背景、現況】

※「縮小行っている」のみ
うち

単独選択

73

37

30

10

8

6

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２．（５）「影響調査」における入院診療体制の「縮小・撤退」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

18



手術件数 【要因・背景、現況】

101（22.1%）

95（20.8%）

77（16.8%）

68（14.9%）

63（13.8%）

29（6.3%）

17（3.7%）

156（34.1%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

手術件数は減少しているが、実際には、外来・入院患者で

手術が必要な患者数が減少したことが主な要因

予定手術はできるが、緊急的な手術への

対応が困難になっている

実際には、他院の働き方改革や手術からの撤退により自院

で手術が必要な患者を多数受け入れており、自院での手術

の減少は起こりづらい（もしくは手術件数は増加している）

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・

連携や集約が進んでいない

医師の他、看護職員、臨床工学技士等の不足により、

手術件数を減少させざるを得ない

自院の医師の働き方改革は、手術部門では進んでいない

手術に必要な医療機器の更新ができないことにより、

手術件数を減少させざるを得ない

その他
回答数

（n=457）

減少している

163（24.9%）

減少していない

（変わらない）

470（71.8%）

分からない

22（3.4%）

回答数

（n=655）

（複数回答可）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２（６）．「影響調査」における手術件数の「減少」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

今回の「現場調査」で、
対象医療機関がその要因と

して回答した選択肢

19

下記の各事項は、基本的には、
2025年8月「影響調査」で対象
医療機関が回答した選択肢



【要因・背景、現況】

※「減少していない（変わらない）」のみ

【要因・背景、現況】

※「手術は減少している」のみ

93（57.1%）

55（33.7%）

53（32.5%）

16（9.8%）

12（7.4%）

7（4.3%）

0（0.0%）

16（9.8%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

手術件数は減少しているが、実際には、外来・入院患者で手

術が必要な患者数が減少したことが主な要因

医師の他、看護職員、臨床工学技士等の不足により、手術

件数を減少させざるを得ない

予定手術はできるが、緊急的な手術への対応が困難になっ

ている

手術に必要な医療機器の更新ができないことにより、手術件

数を減少させざるを得ない

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・連携や集

約が進んでいない

自院の医師の働き方改革は、手術部門では進んでいない

実際には、他院の働き方改革や手術からの撤退により自院

で手術が必要な患者を多数受け入れており、自院での手術

の減少は起こりづらい（もしくは手術件数は増加している）

その他
回答数

（n=163）

75（26.8%）

55（19.6%）

40（14.3%）

21（7.5%）

7（2.5%）

7（2.5%）

1（0.4%）

131（46.8%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

実際には、他院の働き方改革や手術からの撤退により自院

で手術が必要な患者を多数受け入れており、自院での手術

の減少は起こりづらい（もしくは手術件数は増加している）

実際には、地域医療構想通りには医療機能分化・連携や集

約が進んでいない

予定手術はできるが、緊急的な手術への対応が困難になっ

ている

自院の医師の働き方改革は、手術部門では進んでいない

手術件数は減少しているが、実際には、外来・入院患者で手

術が必要な患者数が減少したことが主な要因

医師の他、看護職員、臨床工学技士等の不足により、手術

件数を減少させざるを得ない

手術に必要な医療機器の更新ができないことにより、手術件

数を減少させざるを得ない

その他
回答数

（n=280）

うち
単独選択

50

29

18

10

3

1

0

（複数回答可）（複数回答可）

医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

救急医療等の縮小・撤退、手術の減少など
２（６）．「影響調査」における手術件数の「減少」の回答に対し、その要因・背景、現況

などの実情

20



前問「その他」の内容
※「手術が減少していない」と回答したもののみ抽出

21

回答デー
タを生成
AIの
Copilot
にて分類、
要約した
もの

区分 件数

C: どちらともいえない 63

A: 影響なしで維持 47

B: 影響ありだが役割等で維持 21

A：影響なし・維持／強化・増加

「VAIVTのみ。人員・ニーズ変化なし」

「手術室の増設により…職員数も充足し安定した手術を行うことができている」

「環境の変化があまりなく、変動していない」「現状維持」「横ばい」

「自院として手術件数を増やすよう働きかけている」「手術件数は増加している」

B：悪影響はあるが、地域の役割・唯一性・需要で維持

「地域の医療を担っているため」

「当院が専門…急性期治療を行う施設は近隣に無く、手術症例の減少は起こりづらい」

「地域の基幹病院…手術が必要な患者が増えており、手術数も増」

「地域医療構想にもとづき地域に根差した手術対応が必要であり増加」

「**特定機能病院（臨床研究中核病院）**として高難度手術を受け入れており、減少していない」

「当該医療圏の急性期医療の中核…縮小は困難」「二次／2.5次救急として臨時手術も多数」

C：どちらともいえない

「特になし／該当なし／回答不可」「『減少していない』のため回答不可」

「縮小していない」「現在のところ減少させる予定はない」

「収益確保／経営改善／医業収入を担保のため」



医師の働き方改革と救急医療等の現場に関する調査

３．地域医療提供体制で実際に生じている問題点の要因

203（68.8%）

119（40.3%）

92（31.2%）

30（10.2%）

20（6.8%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

救急搬送の受入困難（断り）事例が増加している

専門的な診療科の紹介患者（ハイリスク患者）の

受入困難（断り）事例が増加している

医療圏域外への搬送事例が増加している

母体搬送・ハイリスク妊娠の受入困難（断り）

事例が増加している

その他

回答数

（n=295）

次
ペ
ー
ジ
以
降
に
、
そ
の
要
因
・
背
景
、
現
況
を
掲
載

下記のグラフは、昨年８月に実施した「影響調査」の回答。それと紐づけた
今回の調査結果は、次ページ以降に掲載
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救急搬送の受入困難（断り）事例が増加している」の要因・背景、現況

144（70.9%）

84（41.4%）

78（38.4%）

71（35.0%）

54（26.6%）

53（26.1%）

40（19.7%）

30（14.8%）

29（14.3%）

16（7.9%）

6（3.0%）

1（0.5%）

20（9.9%）

1（0.5%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医師偏在（医師の不足等）

看護職員はじめ医療関係職種や事務職員等の確保難

医師の働き方改革（時間外労働の上限規制等）

高齢者施設等からの救急搬送、緊急の受入れの増大

医業経営を取り巻く状況の悪化

85歳以上等の高齢者人口の増大や医療的ケア児の増加等

地域医療構想（医療機関の機能分化・連携等）

地域の各医療機関の働き方改革の影響などで、これまでの役割

分担や連携が困難になった（特定の医療機関に偏った負担等）。

医療施設の老朽化や設備の更新困難

医療関係職種間のタスクシェア・シフト、

特定の職種・人材に業務偏重

医療DX対応

（問題点ではなく、改善された事項として）地域での役割分担や

連携の重要性が認識された、地域連携が進んだ

その他

分からない回答数

（n=203） 23

（複数回答可）



「専門的な診療科の紹介患者（ハイリスク患者）の受入困難（断り）
事例が増加している」の要因・背景、現況

97（81.5%）

48（40.3%）

45（37.8%）

34（28.6%）

28（23.5%）

28（23.5%）

26（21.8%）

24（20.2%）

21（17.6%）

12（10.1%）

3（2.5%）

10（8.4%）

4（3.4%）

0（0.0%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医師偏在（医師の不足等）

医師の働き方改革（時間外労働の上限規制等）

看護職員はじめ医療関係職種や事務職員等の確保難

医業経営を取り巻く状況の悪化

地域医療構想（医療機関の機能分化・連携等）

85歳以上等の高齢者人口の増大や医療的ケア児の増加等

医療施設の老朽化や設備の更新困難

高齢者施設等からの救急搬送、緊急の受入れの増大

地域の各医療機関の働き方改革の影響などで、これまでの役割

分担や連携が困難になった（特定の医療機関に偏った負担等）。

医療関係職種間のタスクシェア・シフト、

特定の職種・人材に業務偏重

医療DX対応

その他

分からない

（問題点ではなく、改善された事項として）地域での役割分担や

連携の重要性が認識された、地域連携が進んだ回答数

（n=119） 24

（複数回答可）



「医療圏域外への搬送事例が増加している」の要因・背景、現況

69（75.0%）

32（34.8%）

30（32.6%）

25（27.2%）

19（20.7%）

19（20.7%）

18（19.6%）

18（19.6%）

14（15.2%）

6（6.5%）

3（3.3%）

6（6.5%）

5（5.4%）

0（0.0%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医師偏在（医師の不足等）

看護職員はじめ医療関係職種や事務職員等の確保難

医師の働き方改革（時間外労働の上限規制等）

地域医療構想（医療機関の機能分化・連携等）

高齢者施設等からの救急搬送、緊急の受入れの増大

医業経営を取り巻く状況の悪化

地域の各医療機関の働き方改革の影響などで、これまでの役割

分担や連携が困難になった（特定の医療機関に偏った負担等）。

85歳以上等の高齢者人口の増大や医療的ケア児の増加等

医療施設の老朽化や設備の更新困難

医療関係職種間のタスクシェア・シフト、

特定の職種・人材に業務偏重

（問題点ではなく、改善された事項として）地域での役割分担や

連携の重要性が認識された、地域連携が進んだ

その他

分からない

医療DX対応回答数

（n=92） 25

（複数回答可）



「母体搬送・ハイリスク妊娠の受入困難（断り）事例が増加している」
の要因・背景、現況

23（76.7%）

12（40.0%）

10（33.3%）

8（26.7%）

6（20.0%）

6（20.0%）

3（10.0%）

2（6.7%）

2（6.7%）

1（3.3%）

7（23.3%）

1（3.3%）

0（0.0%）

0（0.0%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医師偏在（医師の不足等）

医師の働き方改革（時間外労働の上限規制等）

看護職員はじめ医療関係職種や事務職員等の確保難

医業経営を取り巻く状況の悪化

地域医療構想（医療機関の機能分化・連携等）

地域の各医療機関の働き方改革の影響などで、これまでの役割

分担や連携が困難になった（特定の医療機関に偏った負担等）。

医療施設の老朽化や設備の更新困難

医療関係職種間のタスクシェア・シフト、

特定の職種・人材に業務偏重

（問題点ではなく、改善された事項として）地域での役割分担や

連携の重要性が認識された、地域連携が進んだ

医療DX対応

その他

分からない

85歳以上等の高齢者人口の増大や医療的ケア児の増加等

高齢者施設等からの救急搬送、緊急の受入れの増大
回答数

（n=30） 26

（複数回答可）



勤務医に対する調査

27



（１）年齢 （２）貴院における勤続年数

勤務医に対する調査

20代

37（2.6%）

30代

233（16.6%）

40代

398（28.4%）50代

437（31.2%）

60代

264（18.8%）

70代

33（2.4%）

回答数

（n=1402）

平均値：49.8

3年未満

320（22.8%）

3年以上10年未満

457（32.6%）

10年以上20年未満

406（29.0%）

20年以上

219（15.6%）

回答数

（n=1402）

平均値：10.0
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（３）現在の部門

救急医療部門

990（70.6%）

周産期救急医療

203（14.5%）

小児救急医療

209（14.9%）

回答数

（n=1402）
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２．医師会への加入状況 ３．ご所属の医療機関の働き方改
革にかかる状況や取り組み、制度
の仕組みについてご存じですか。

日本医師会まで加入

438（31.2%）

都道府県医師会まで加入

218（15.5%）

郡市区等医師会・大学/

病院医師会まで加入

330（23.5%）

未加入

416（29.7%）

回答数

（n=1402）

よく理解している

903（64.4%）

説明を受けたが、よく

理解できていない

276（19.7%）

説明を受けておらず、

よく理解できていない

188（13.4%）

院内説明会等の機会は

あったが参加していない

35（2.5%）

回答数

（n=1402）
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４．医師の働き方改革により、ご自身の救急医療への勤務の仕
方について影響はありましたか。

384（27.4%）

163（11.6%）

134（9.6%）

54（3.9%）

35（2.5%）

280（20.0%）

223（15.9%）

158（11.3%）

134（9.6%）

84（6.0%）

493（35.2%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

ワークライフバランスがとれるようになった

タスクシェア・シフトが進み、医師本来の仕事に専念

できるようになり、モチベーションが上がった

自己研鑽の時間を確保できるようになった

自院に医療機能が集約化され、他の医師との役割分担が進ん

だり、より多くの症例や手術の経験を積めるようになった

その他

自分に業務が偏り、負担が増大した

収入が減った

ＩＣＴの活用やタスクシェアリングが進まず、

非効率的な状況に置かれた

症例経験や手術件数の減少、研究の時間が取れない

等により、モチベーションが下がった

その他

特に自身には影響は感じていない
回答数

（n=1402）

良い

影響が

あった

悪い

影響が

あった

31

（複数回答可）



５．勤務医の目から見て、医師の働き方改革は地域医療にどの
ような影響を与えたと感じていますか。

340（24.3%）

142（10.1%）

116（8.3%）

88（6.3%）

20（1.4%）

422（30.1%）

337（24.0%）

267（19.0%）

195（13.9%）

100（7.1%）

381（27.2%）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

勤務医の間で、地域連携やタスクシェアリング等

への関心が高まった

拠点病院への医療機能の移転、統合、集約化が進んだ

地域の医療機関の間で、救急医療、周産期医療や

小児医療の役割分担や連携が進んだ

勤務医の間で、地域の開業医や医師会活動

（初期救急、かかりつけ医機能、予防・公衆衛生、

医療・介護連携等）への理解が深まった

その他

特定の医療機関に負担が集中した

同じ地域でも、人口集中地域と他地域とで

医療提供体制に差が広がった

過疎地域等の医療機関への派遣が減った

勤務医や他の職種との勉強会等が減った

その他

特に影響は感じていない
回答数

（n=1402）

良い

影響が

あった

悪い

影響が

あった

32

（複数回答可）



まとめ
• 本調査では、「令和 7 年度医師の働き方改革と地域医療への影響に関する日本医師会調査」

（昨年８月実施：影響調査）への回答内容と紐づけて実施した。
なお、主に医療の提供について比較的問題意識の高い医療機関が回答したと思われる。そ

のため、ある程度のバイアスは否定できないが、全体的には、多くの医療機関で他院との分
担ができていると思われる。ただし、各質問への回答をみていくと、医療の現場において、
医師の働き方改革、医師偏在、看護職員等の不足や医療機能の分化・連携の成否が複合的に
組み合わさった地域医療の課題を改めて認識することができた。
➢ 影響調査における救急医療等の縮小・撤退等に関する設問について、その回答の背後を探るため、要因・背景、

現況などの実情を尋ねた。その結果、「救急医療等の縮小・撤退は行っていない」、また「手術は減少していな
い」と回答した医療機関のうち特に救急医療機関では、高齢救急患者の増加や、他院に対する自院の負担増大が
指摘された。「その他」を選択した回答の内容をみても、特定の医療機関が救急医療等のために部門の縮小・撤
退を行わず尽力していることが推察された。

➢ 他方、地域医療提供体制で実際に生じている問題点の要因・背景、現況を尋ねる設問からは、医師偏在や働き方
改革への対策が重要であることが示された。さらに、チーム医療に関わりが深い分野に関する設問であったため
か、看護職員等の他の従事者の確保も課題の上位に浮上した。

➢ 勤務医向け調査からは、自身や自院の負担が増大したことがまず指摘された。他方、「ワークライフバランスが
とれるようになった」「勤務医間で地域連携やタスクシェアリングへの関心が高まった」等、医師の働き方改革
の好影響もみられた。

• 医師・医療現場の働き方改革、医師偏在対策、そして地域医療構想による機能分化・連携は、
かねて互いに関連しあうものとして位置づけられてきた。勤務医向け調査における「良い影
響があった」の回答も踏まえると、三者が適切に推進された場合には、地域医療にとっても
望ましい効果を及ぼすことが期待されうる。

• 本調査の結果は都道府県医師会等と共有し、今後、国・地方に対する予算要望活動や関係審
議会・検討会等における主張のバックグラウンドとしたい。 33
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